
とっとり SDGs 企業認証 認証事業者申請内容 
 

事業者名 株式会社石田コーポレーション 

所在地 ⿃取県⽶⼦市⽶原８丁目１−３２ 

代表者 代表取締役社⻑ 石田 遼馬 

業種 卸売業 

事業概要 管工機材、建築資材、住宅設備機器、環境資材、空調機器、エクス
テリア建材、インテリア建材、農業資材、家電製品等の販売 
建築資材住宅機器の販売・施工 
不動産取引業 
飲食店の経営 
海外事業（輸出入取引等） 

 
 



とっとり SDGs 企業認証 申請チェックシート 

 
 [申請者名： 株式会社石田コーポレーション ] 

 

2030 年に目指す姿 

1-1＜2030 年に目指す姿＞ SDGs の達成に向けた自社の目指す姿を記載してください。 

※自社の現状や、実行可能な取組からの積み上げで目標を設定するのではなく、自社が SDGs の達成に貢献するために 2030 年にはどんな企業

でありたいかを検討し、記載してください。 
当社は経営理念に「水の如く」を掲げ、創業以来水道用資材等の提供から山陰の水道インフラを供給の面から支えてきました。また、時代のニーズ

に対応し、住宅設備機器、環境土木資材、空調機器など街づくりに必要な資材の幅を広げ、住み続けられる街づくりに貢献してきました。これから

も街づくりを行っているステークホルダーの方々との連携で地域の活性化に取り組んで行くことはもちろん、総合商社としてあらゆるステークホルダ

ーとの協力で SDGs を達成していきます。 

１．事業活動による価値提供。取引先への適切な取引、顧客への良質な製品、サービス、情報の提供、観光業の振興による地域経済の活性化、

農業振興による地域農業の維持、販売、ノウフク連携事業による農業振興と福祉への貢献、太陽光発電事業の提供、中国の現地法人貿易会社に

よる日中経済交流の活性化、リサイクル商材の提供 

（関連する SDGs の番号、1.2.3.5.6.7.8.9.10.11.12.13.14.15.16.17） 

２．責任ある事業活動の推進。国際社会への貢献、地域社会への貢献、地球温暖化対策、循環型社会に貢献 （関連する SDGs の番号、

7.10.12.13.14.1516.17） 

３．持続可能な経営基盤の構築。健康経営の推進、多様な人材の活躍と人財育成、働きやすい環境、会社と社員による社会貢献、ユニバーサル

就労の推進、ジェンダーギャップの解消  

（関連する SDGs の番号、3.4.5.8） 

 

1-2＜上記の目指す姿の実現に向けた重点的な取組＞ 該当するチェックシートの取組項目を記載してください。 

社会：５．多様な人材の活躍 社会８：社会配慮型商品・サービスの提供 経済：８．デジタル化による生産性向上 

 

 

1-3＜重点的な取組推進時のインパクト（正の影響、負の影響）の分析・考察＞ 

上記の重点的取組を実施することが、他方面へどのような影響をもたらすか、その効果だけでなく、負の影響も含めて分析し、記載

してください。 
◆高齢者・外国人雇用の促進 

社会５．に記載している定年６０歳再雇用６５歳を定年６５歳再雇用７０歳にする予定し、年金受給年齢の繰り下げへの対応また、平均寿命の延び

へ対応を考えている。また、インバウンドに対応していく為に、飲食事業及び海外事業、観光事業にて外国人の受け入れも促進させる。懸念点と

すれば、高齢者に対する業務内容の考察と、活き活きと活躍して貰える場の提供。組織整備が必要と感じる。また、外国人雇用についても、言

葉の壁や宗教上の問題なども発生していくと考えられ、こちらも受け入れ体制の整備が必要と感じる。負の影響については、定年制延長に伴

い、人件費の増加で営業利益の見直しを迫られ、ステークホルダーへの提供価値への転化が必要になる。また、長期間働いてもらう事により、新

入社員の受け入れ人数の調整が必要になり、時代のニーズに合わせた考え方を持っている若者の採用が限定的になることで、ステークホルダ

ーへの提案の幅も同様となる。 

 

◆上下水道インフラ、災害対策、街づくりによる安心と安全の提供 

社会 8．は当社が創業以来取組んでいる項目である。地域の上下水道インフラに対し、提案供給の面より貢献してきた。商品の多様化に伴い、採

用される商品も変化している。また、増築から更新へ事業が変化している中で、選択肢の提案を行い、持続可能な街づくりに貢献する。 

負の影響としては、安全な街づくり、活気のある街づくりには費用が掛かる。いろいろな商材の提案を行う事で、豊かな環境の提案は出来るものの、

実現していく為には増税などでの費用捻出が考えられる。 

 

◆デジタル化により生産性を向上させる 

経済８．デジタル化による生産性向上として、レストランにモバイルオーダーシステムやキャッシュレス決済システムやオンライン予約システムを導入

し業務効率化を図ったため、当初予定していた雇用数より減少した。また、セールフォースの導入により、業務の効率化、及び成長スピードの向

上が図れる見込みであるが、十分な活用には時間もかかる。そして費用もかかる。費用対効果が出せるように促進を図る必要がある。 

負の影響としては、デジタル化推進に伴い労働人数の削減を図れる為、当初計画していた雇用人数に比べ実働人数が少なくなっており、地域の

雇用を拡大していく取組と相反する。 

 

 

  



社会 
 

取組項目 取組 

確認 

現在の取組 
(実施内容や時期などを具体的に記載) 

今後の目標・目標達成に向けた取組 

1 

 

労働災害の防止 ○ 【主な取組】 

 
朝礼で、ヒヤリハットの発生及び労
働災害があった時には全員へ周知し
て労働災害の未然防止の注意喚起を
している。各部所においても労働災
害の未然防止の注意喚起を適宜行っ
ている。また、月１回交通安全のポ
スターを各拠点に配布し、従業員が
見える場所に掲示している。 
毎月１回、若手社員会議を開催し、
労働災害の未然防止の注意喚起を適
宜行っている。毎月１回、部所長会
議を開催し、労働災害の未然防止の
注意喚起を適宜行っている。 

【今後の目標・達成時期】 

2023 年度労働災害０を目標とし、毎年継続
していく。 
 
【目標達成に向けた取組】 
営業車が７０台稼働しており、交通事故の
防止の為、交通安全教育を実施する。 
労災の未然防止含め、社員からの改善提案
を募る仕組みを設け、優れた提案に対して
は、１年に１度、表彰を行う。また 1年に
2回全体表彰を行い、労働災害防止の取組
に対する項目を設け、表彰し、労災０に向
けた意識強化を進めていく。 

2 ハラスメントの 

防止 

○  【主な取組】 
ハラスメントを受けた従業員のため
の相談体制の整備 
ハラスメントの未然防止のための社
員教育（毎年１回実施） 
セクシャルハラスメント防止規程を
平成２１年３月２１日に施行し、平
成２５年２月２１日に改訂してい
る。 

【今後の目標・達成時期】 
2023 年度にハラスメント発生０を目指し、
毎年継続していく。 
 
【目標達成に向けた取組】 
毎朝朝礼で、ハラスメントの発生あった時
には全員へ周知してハラスメントの未然防
止の注意喚起をしている。 
毎朝朝礼後に、各部署においてもハラスメ
ントの未然防止の注意喚起を適宜行ってい
る。 
新人社員研修及び、毎月開催の若手社員研
修の中にも議題として掲げ、研修を行って
いく。また、マネージャークラスにも研修
を行い、月 1 回上司と部下の面談に活用さ
せる。更に、年 1回社長面談でも注視して
いく。 
 

3 女性の活躍 ○ ＜KPI＞ 
全従業員に対する女性の割合 28％
（2023 年 3 月時点） 
全管理職に対する女性管理職の割合 
0％（2023 年 3 月時点） 
 
【主な取組】 
育児休業制度や短時間勤務、有給休
暇推奨など誰もが働きやすい環境づ
くり。業務内容の見える化（エクセ
ル及びセールスフォースにて業務内
容を文章化し共有）により休みやす
い体制の整備。 
総務、補佐のみならず、総合職での
女性の積極採用。 
今まで、営業職の人材が配送も兼ね
て営業をしていたことも有、重たい
荷物の運搬も伴う為、女性営業が少
なくなっていました。しかし、前年
度よりソリューション営業部を作
り、提案型営業を行っていく取組と
共に、社内分業制を促進しておりま
す（営業、受発注見積もり、配送を
分業化）。2022 年 4 月に２名の女性
総合職を採用し、2023 年には 1名
の女性総合職を採用し、これを毎年
継続していく計画です。 
 

【今後の目標・達成時期】 

＜KPI＞ 

全従業員に対する女性の割合 30％（2025
年時点） 
 
全管理職に対する女性管理職の割合 20％
（2030 年時点） 
 
【目標達成に向けた取組】 
男女共同参画推進企業の認定 
輝く女性活躍パワーアップ企業、スタート
アップ企業への登録 
総務、補佐のみならず、総合職での女性の
積極採用 
提案型営業職の増員に伴い、女性社員の採
用を目指す。 
総務、営業補佐などの女性社員にも、役職
者研修など、マネジメント学習の機会を増
やし、管理職への意識向上を図る。 
 



5 多様な人材の 

活躍 

○ 【主な取組】 

退職者を再雇用するなど高齢者を雇
用している。 外国人も雇用している。
（役員１人（中国人）、従業員１人（中国
人）、従業員 1 人（韓国人）） ノウフク
連携事業で山陰福祉の会へ食品加工
等の作業を委託し、障がい者が就労し
ている。 
定年を 60 歳、再雇用 65 歳としている
が、2023 年 3 月より、定年 65 歳、再
雇用 70 歳とした。 
 

【今後の目標・達成時期】 
70 歳以上の継続雇用 2 名（2025 年） 
新入社員の継続雇用 3 名（2025 年） 
アルバイト・パート社員の新規雇用 3 名
（2025 年） 
アルバイト・パート社員の正社員化 1 名
（2025 年） 
外国人の雇用 １名（2028 年） 
 
【目標達成に向けた取組】 
新卒採用を活性化させると共に、学生や主婦
などをターゲットとした、アルバイト・パートでの
採用、海外進出及び旅行業を見越した外国人
の採用を行う。非正規雇用者の正規雇用への
積極的な転換促進。同一労働同一賃金の考
え方に基づく、待遇格差解消に向け、自主的
に考え、行動することが出来るよう、教育体制
の整備を図る。 
 

6 多様な働き方の

促進 

○ 【主な取組】 
育児介護休業制度及び短時間勤務の
採用。有給休暇即日取得制度（入社半
年を待たず、入社日から有休取得）。 
業務内容の見える化（エクセル及び
セールスフォースにて業務内容を文
章化し共有）により休みやすい体制
の整備。 
 

【今後の目標・達成時期】 
働きやすい会社体制のさらなる整備。 
有給休暇取得日数平均 10 日以上へ（2025
年） 
 
【目標達成に向けた取組】 
健康経営の推進:健康経営優良法人（中小規
模法人部門）（経産省の顕彰制度）への認定
を目指す。ヘルスリテラシー向上のための研
修を実施、ワークライフバランスや病気と仕事
の両立に必要な就業規則等の社内ルールの
整備。 
分業制の採用により、業務連携の強化及びフ
ォロー体制整備による有給休暇取得の促進。 
全体表彰にて、業務の効率化について表彰
し、残業などの意識改革も行っていく。 
 

7 労働者への人権

配慮 

○ 【主な取組】 
外国人労働者を含め、賃金未払い・違
法残業排除、安全衛生確保などの労
働条件の確保・改善を行っている。ハ
ラスメント研修などを取り入れている。 

【今後の目標・達成時期】 
児童労働や労働搾取などの人権侵害に配慮
した取引先を選定し契約の見直しを 2025 年４
月までに、全ての取引先に対して完了する。 
 
【目標達成に向けた取組】 
企業自らが直接的に引き起こしている人権侵
害のみならず、間接的に負の影響を助長して
いたり、関与したりしている（事業・製品・サー
ビスと結びついている）人権侵害についても、
対応する。 
毎月１回、部所長会議を開催し、労働者への
人権配慮について下記の国際ルール、フレー
ムワーク及びガイドライン周知徹底させる。
【国際人権規約（社会権・自由権規約）、ILO
中核的労働基準、国連グローバル・コンパクト
の 10 原則、OECD 多国籍企業行動指針、
ISO26000、国連指導原則 報告フレームワー
ク】 
 

8 社会配慮型商品・

サービスの提供 
※環境に配慮した商品・

サービスは環境 9 に記

載してください 

 

○ 【主な取組】 

地球温暖化で熱中症が増えてきてい
るので、特に過酷な運送及び運搬現場
において使用される熱中症対策の商
品の提供。 
長年にわたり、山陰の上下水道インフ
ラを提案供給の面から支えてきまし
た。また、戸建て住宅から公共施設ま
で、資材の提案供給の面で貢献してお
ります。落石防止柵テラセル擁壁な
ど、災害対策商材の提案と供給で減災
にも取り組んでおります。さらには、公
園の遊具なども設計協力から納品まで
行っています。 
 
【現状】 
熱中症対策商材仕入先数 3 社 
熱中症対策商材 1,000 アイテム 

【今後の目標・達成時期】 
2023 年より 熱中症対策商材仕入先数 5 社 
        熱中症対策商材 1,500 アイテム  
山陰の上下水道インフラ整備、安心安全な街
づくり体制の構築を継続させていく（2023 年） 
 
【目標達成に向けた取組】 
熱中症対策の様々な商品を展開している商社
と連携し、空調服のみならず、冷水服、塩飴な
ど熱中症対策の商品全般扱うと共に、メーカ
ー勉強会を実施することで、意識向上と福利
厚生に繋げていく。（全営業、すべてのステー
クホルダーに対し） 
 
老朽化に伴い、更新工事もあり、必要なニー
ズにしっかり対応するため、情報収集と打合
せを実施し、工事を遅らせることなく完工に尽
力します。また、災害も増える傾向にある中



 で、災害対策商品の提案供給により地域の安
全を守ります。また人口減少に伴い、メーカー
の情報が地方へ届きにくくなっている現状が
あります。全熱交換器など、この時代背景に
有効な商品など、総合商社として地域に情報
を落とし、住み続けられる街づくりに貢献しま
す。 
 

9 地産地消 ○ 【主な取組】 
山陰フードファクトリー（当社食品加工
工場）において、企業様との連携により
地元食材を優先的に活用し、レトルト
食品及びカット野菜の開発・販売をして
いる。 
また、地餐地笑しゅん菜（当社が運営す
るレストラン）においても、グループ会社の

農業法人の野菜や地元食材を中心に採用

している。 

【今後の目標・達成時期】 
山陰フードファクトリー置き野菜目標 
2023 年度の売上 150 万円、 
2024 年度売上 200 万円 
2025 年度売上 300 万円 
 
【目標達成に向けた取組】 
（株）KONPEITO と協力して、置き野菜に協力
してもらえる事業所の開拓をする。 
また、弊社の取引先へ、置き野菜の営業をす
る。 
 

10 地域社会への貢

献 
※環境に関する内容は

環境 10 に記載してくだ

さい 

 

○ 【主な取組】 

とっとり農福連携コンソーシアム（障が
い者の就労を促進するため、社会福祉
法人のみならず、行政や事業者が協
力して、障がい者雇用の促進と農業振
興を目的とした団体）の設立を目指し
て無償で事務局を担っている。 
（とっとり農福連携コンソーシアム参加
予定者：障がい者就労支援団体、農業
事業者、自治体等、食品製造業者、食
品流通業社、食品販売業者） 
 

【今後の目標・達成時期】 
2024 年度中にとっとり農福連携コンソーシア
ムを設立する。 
 

【目標達成に向けた取組】 

とっとり農福連携コンソーシアムを設立するこ
とで、障がい者雇用の促進と農業振興の実現
に向けて官民一体となった取組み体制を実現
する。そのため、、農業者及び社会福祉事業
者のみならず、行政、JA、食品加工業者、食
品販売業者等にも、このコンソーシアムへでき
るだけ多く参加してもらうことで、障がい者雇
用の促進と農業振興が可能となる。 
 

 

  



経済 
 取組項目 取組 

確認 

現在の取組 
(実施内容や時期などを具体的に記載) 

今後の目標・目標達成に向けた取組 

2 セキュリティ対策 ○ 【主な取組】 
受発注等重要情報は会社ＰＣでしか対応
できなくし、重要機密が社外に出ることを
防いでいる。また、就業規則にも秘密保
持規定を明記。インターンシップなど外部
者を受け入れるときは秘密保持契約書を
記載させている。また、契約している IT ベ
ンダー等による定期的なアップデートの仕
組みなどによるサイバーセキュリティ対策
を実施。 
若手社員研修（月１回）では、情報の大切
さ含め、セキュリティ対策の研修も実施。 
サイバーセキュリティ―の専門家に相談
して今後の対応策のアドバイスを受けた。 
 

【今後の目標・達成時期】 

サイバーセキュリティ―対策のため、バックア
ップ体制の確立（2025 年） 
 

【目標達成に向けた取組】 
サイバーセキュリティに関する就業規則の整
備 
契約している IT ベンダー等による、自社及び
顧客の個人情報の流出防止に向けたセキュ
リティ研修の実施。新入社員研修（入社半
年）、若手社員研修（月 1 回）、役職者研修
（隔月１回）、部所長会議（月１回）でもセキュ
リティ対策の研修を行う。 
データはバックアップを取っておくことが一番
の有効手段であるという事だった為、HP、セ
ールフォース、社内システム等のバックアップ
体制を整備する。 
 

 

3 法令順守の取組

の徹底 

必須項目 

○ 【主な取組】 

セクシュアルハラスメント防止規程を平成 
２１年 ３月 ２１日より施行した。 
交通ルールはもちろん、コンプライアンス
（パワハラ、セクハラ等ハラスメント問題含
む）の研修の実施、及びトピックがあった
際の朝礼での啓蒙。新入社員研修（入社
半年）、若手社員研修（月 1 回）、役職者
研修（隔月１回）、部所長会議（月１回）で
の研修。また、評価制度の基準にもして
いる 
 

【今後の目標・達成時期】 

コンプライアンス意識の全社員への徹底でハ
ラスメント０件（2024 年） 
 

【目標達成に向けた取組】 
交通ルールやハラスメント問題は毎年いろい
ろ変化があるので、外部講師を毎年１回以上
招き研修会を実施。社長の考える CSR を役
員だけでなく、管理職が理解し、日々部下教
育の根幹とする。 
 

5 後継者の確保 ○ 【主な取組】 

２年前に代表取締役社長が交代し、新社
長は 34 歳である。 
有事の際は、代表権を持っている、代表
取締役会長（71 歳）が代行する。 
 

【今後の目標・達成時期】 
後継者の確保は完了しているが、次世代の
後継者を育成する。（2030 年） 
 

【目標達成に向けた取組】 
代表取締役会長も高齢であり、代表権は社
長に集約するが、常務取締役を２名選出し、
代表取締役社長の代行業務も行える体制を
整え、それぞれ営業、管理と専門を分ける。
また、親族のみならず、有能な社員の教育も
実施していく。 
定期開催の役職者会議にて、次世代の後継
者の育成に向けた研修を実施する。 
 

6 コロナなどの市

場変化を見据え

た対応 

○ 【主な取組】 
2021 年 2 月にレストランをオープンさせる
に当り、最新鋭の感染対策機器の導入な
ど、感染症対策を徹底して行った。感染
対策認証店も取得し、これからの時代に
対応できる店舗として、モデルケースとし
ても活用が見込める。当初はインバンド
客向けも想定していたが、コロナ禍のた
め地元客へ注力して集客している 
2022 年 1 月より山陰フードファクトリーと
して食品加工工場をスタートさせて、食品
加工業へ参入した。 
 

 

【今後の目標・達成時期】 
レストランの黒字化（2024 年） 
山陰フードファクトリーで冷凍食品等のサプラ
イチェーンを構築する。（2024 年） 
 

【目標達成に向けた取組】 
With コロナということで、これからも感染対策
は実施していく。その中で、最新鋭のコロナ対
策店舗というモデルケースとして、山陰の店
舗づくりに発信していきたい。また、インバウ
ンドを含めた旅行事業を開始し、まずは国内
から山陰に呼び込み価値を創造し集客アップ
を目指す。山陰フードファクトリーでは食品の
OEM 受託に向けた商談の実施及び新商品を
開発し販売先を確保して、サプライチェーンの
構築を目指す。 
 



7 自社以外の経営

資源活用 

○ 【主な取組】 
（株）彩々と協力して山陰フードファクトリ
ーを立ち上げ食品加工業に 2022 年１月
より取り組んでいる。野菜加工は（株）
彩々が担当し、営業は当社が担当してい
る。 
クラブツーリズムと協力して、ツアーの食
事に地餐地笑しゅん菜を利用してもらうた
め、クラブツーリズムと協力してモニター
ツアーの実施をしている。 
地餐地笑しゅん菜：（株）石田コーポレー
ションが運営するレストラン） 
 

【今後の目標・達成時期】 
食品の OEM で受託した商品等及び開発した
新商品を、ふるさと納税を利用して 2023 年度
に販売を開始する。 
地餐地笑しゅん菜を利用したツアーの開催を
2024 年度に開催する。 
【目標達成に向けた取組】 
地元の農業事業者等へ OEM の提案。 
食品の OEM 受託のため、事業者への営業。 
クラブツーリズムとツアー造成の検討。 
鳥取県境港管理組合とクルーズ船の乗客へ
のツアー造成の検討。 
JTB と修学旅行生への芋掘り体験の実施を
提案。 

8 デジタル化によ

る生産性向上 

 

○ 

【主な取組】 
勤怠、日報、物件管理など手書きがメイン
であったが、勤怠システムの導入、エクセ
ル化により生産性を向上させた。また、一
番の仕入先である LIXIL では新たにイー
コネを導入。クラウド上で見積もり、プレゼ
ン作成、受発注、納期確認、図面出しなど
可能となっている。 
経理の帳簿も一部デジタル化し、生産性
向上につながっている。 
また、レストランでは感染症対策でもある
モバイルオーダーやキャッシュレス決済
の導入等による接客対応の効率化。オン
ライン利用で集客、販売データ分析による
稼働状況の把握や業務体制の改善して
いる（WEB 予 約システムの導入による顧
客データベースの作成） 受発注システム
の稼働による業務の効率化を図ってい
る。 
 

【今後の目標・達成時期】 

営業システムとしてセールスフォースの導入
を 2022 年したが 2023 年には、営業職は 30
分/日程度の時間短縮（日報作成、物件管理
表作成、拠点分析資料作成、業務引継書作
成の時間短縮）と、管理職は 45 分/日程度の
時間短縮（日々の口頭での情報共有、物件ご
とのフェーズ管理の見える化によるマネジメン
ト判断、分析資料作成時間などの短縮）に繋
げる。 
 

【目標達成に向けた取組】 
セールスフォースというシステムを導入し、日
報、物件管理、顧客管理、業務フローなどク
ラウド上で共有管理する。これにより、業務の
見える化を図れ、上司も的確に部下にフォロ
ー、指示が入れられるようになり、生産性の
向上を図る。レストランでは、さらなる集客、
販売データ分析による稼働状況の把握や業
務体制の改善をしていきたい。 
効果的な営業が実施でき、業績拡大にもつな
がると考えております。 
 

9 雇用の維持・拡

大 

○ 【主な取組】 
事業の拡大によって中途社員含め採用を
加速させている（3 年間で 35 名採用）。就
職後のミスマッチが起きない仕組みづくり
（面接前説明会の実施）も行っている。ま
た、2020 年より新卒採用にも力を入れて
おり、2021 年は２名入社、2022 年は３
名、2023 年も 3 名入社している。 
また、設備投資をして山陰フードファクトリ
ーとして食品加工施設の稼働に取り組
み、新たな雇用の場を創出している。 
 

 

 

 

 

【今後の目標・達成時期】 
新卒採用 3 名（2024 年） 維持継続 
ソリューション営業部、開発営業部の拡大 
10 名程度（2025 年） 
地域振興部、飲食事業部の拡大 10 名程度
（2025 年） 
観光事業開始 2 名程度（2025 年） 
 

【目標達成に向けた取組】 
開発部、及びソリューション営業部等の拡大
を行っていくつもりであり、3 年間で 20 人以上
の採用を見越している。また、飲食事業、地
域振興事業、観光事業も広げていくつもりで
あり、それぞれ採用又は M＆A での拡大を検
討している。 
 

10 人材育成・能力

開発 

○ 【主な取組】 
新入社員研修では、OJT（外部研修）を
96 時間以上、OFF-JT（内部研修）を 352
時間以上、半年で 448 時間以上の研修を
実施している。また、教育担当制度を設
け、３年間は上司が二人三脚でサポート
している。また、毎月１回若手社員研修を
実施し、企業理念の共有やコンプライアン
ス、ＣＳＲ、営業研修など適切に研修会を
実施している。隔月１回役職者研修を実
施し、その役職に求められるスキル及び、
次の役職に求められるスキルの研修を実
施している。そして、月１回の部所長会議
でもマネジメントについても意見共有を行
い、外部研修も交え行っている。そのほ
か、メーカーの商品勉強会や商品意見交
換会などにも積極的に参加し、能力向上
を図っている。 
会社制度としては、毎年チャレンジシート
を書き、１年間というサイクルで PDCA を
回させ、それについて上司と意見交換を

【今後の目標・達成時期】 
人材育成制度の拡充（2024 年） 
・新入社員の 1 年後の戦力化率 100％ 
・30 代以下社員の管理職 2 名 → 5 名 
・40 代以下社員の役員 1 名 → 2 名 
 
とっとりインターンシップ、ジョブカフェしまね、
及び鳥取県、島根県との連携により学生への
就活支援及び社会勉強の場の提供 
2024 年 インターンシップ受け入れ 50 名 
 
大学との連携により、山陰の課題解決と魅力
の訴求 
 
【目標達成に向けた取組】 
新入社員研修はしっかりとした制度がある
が、日々の報告を積極的にさせていなかった
ため、しっかりと管理し、上司と二人三脚を深
め、会社理解の促進を図る。 
人材育成にコンプライアンスや CSR など必要
に応じて外部講師を招き、強い組織にしてい



するようにしている。また、取組評価項目
という社会人として求められるスキルの自
己採点、及び上司採点、意見共有で将来
を見据えた人材育成を行っている。 
課補係長級研修、次課長級研修（2 か月
に 1 回）の場で、部下教育についての講
義を実施している。また、Udemy 等のオン
ライン学習サービスの提供。外部講師招
聘による研修及びベンチマークとなる社
員による研修の実施。 
研修内容等を踏まえ、教育担当者は本部
で指示を出している。 
 
・インターンシップに参加頂いた学生に対
し、モチベーションリソースなど、就職に対
する考え方などの研修を行い、当社の企
業説明だけではない就活支援活動及び、
社会勉強を行っている。（2021 年度 40
名程度） 
・島根大学の観光を学ぶ一般教養に講師
として参加。学生に対し、地域商社が旅
行業へ取り組む意味の講演を行う。（50
名程度） 
 

く。ジョブローテーションによる従業員のスキ
ルアップ。業務内容のマニュアル化による
OJT の質の向上、トレーナーの教育。外部研
修への積極的な参加を促す仕組みづくり。 
役職者の役割を明確にし、マネジメント意識
をチームで持つ制度作り。若手の抜擢。 
 
・縦型インターンなどに積極的に参画し、学生
への就活意識向上に取り組む 
・県内外の学生に向け、鳥取で就職するメリッ
トの訴求を行い、当社ではなくても鳥取で就
職する人材を増やす。 
・地域課題の解決及び、魅力の訴求の為に、
大学や地域との連携を図り促進させる。 
・現在進行しようとしている取組としては、島
根大学の教授及び学生と連携し、耕作放棄
地の再生に向けた芋苗を育苗していく。 
 
 

 

  



環境 
 取組項目 取組 

確認 

現在の取組 
(実施内容や時期などを具体的に記載) 

今後の目標・目標達成に向けた取組 

1 【気候変動リスク・
機会の分析・対策
①】 

自然環境の変化

が経営にもたら

す影響 

○ 【リスク・機会の分析】 
豪雨災害や大雪など近年増加傾向にあ
り、自然災害も増えている。また、地球温
暖化の影響で熱中症が増えており、業種
別熱中症死亡率が一番高い建設業界に
おいて対策が必須となってくる。 
 
【分析に基づく主な取組】 
当社は、災害時に活用できる商品のスペ
ック、販売を実施している。例えば、LIXIL
のレジリエンストイレでは、断水時でも１リ
ットルの水があれば水洗トイレが使用可
能となる。公共の場（学校や役所など）で
大いに活躍する。また、公園であれば災
害用トイレを導入することで、マンホール
から下水を取り、水洗のトイレとして使用
できるようになる。（提案納入事例あり） 
また、企業用蓄電池や災害バックなど
様々な商品展開で自然環境の変化に対
応できる。 
熱中症対策として、会社ポロシャツの導
入。 
地域のステークホルダーに対し、空調服
の提案。 
 

【今後の目標・達成時期】 
自然災害への対策強化策の策定（2023 年） 
熱中症対策の強化策の策定（2023 年） 
・熱中症対策商材仕入先数 5 社（2023 年度
まで） 
・熱中症対策商材 1,500 アイテム （2023 年
度まで） 
山陰の上下水道インフラ整備、安心安全な街
づくり体制の構築策の策定（2023 年） 
BCP を策定する（2023 年） 
 
【目標達成に向けた取組】 
防災、減災商品は全国様々あり、総合商社と
いう立場で山陰の地域に情報を届け、供給す
ることで、地域の持続可能性を高めていきた
い。 
熱中症対策として会社ポロシャツの導入促
進、業務内容によって空調服等を導入する。 
地域のステークホルダーにも同様の熱中症
対策の提案及び、メーカー勉強会を実施する
ことで、意識向上と福利厚生に繋げていく。 
 

2 【気候変動リスク・
機会の分析・対策
②】 

社会･制度の変

化が経営にもた

らす影響 

○ 【リスク・機会の分析】 
2030 年には新築住宅で ZEH の義務化が
始まってくる。これは気候変動による温暖
化が原因で、SDGｓの促進も拍車をかけ
ている。 

 

【分析に基づく主な取組】 
ＺＥＨには十分な知識が必要で、それに向
けて必要な商品も変わってくる。この変化
をチャンスととらえ、山陰のビルダー、工
務店に、持続可能なまちづくり  
得意先に ZEH の勉強会の開催や商品勉
強会、商品の提案を行う事で、山陰のビ
ルダー、工務店を守り持続可能なまちづく
りを行っていく。 

【今後の目標・達成時期】 
ZEH のため太陽光発電システムへの対応。
（2023 年） 
全拠点での活動実施（2025 年） 
 

【目標達成に向けた取組】 
ZEH 勉強会は開催しているが、商品勉強会
はまだまだ少ないので、しっかりと訴求してい
く。そのためにも、3 年以内に、5 拠点で少なく
とも 10 名程度増員し、社内研修含め実施し
ていく。 
 
 

3 【環境負荷リスクの
分析・対策】 

自社の事業活動

が引き起こす影

響 

○ 【リスク・機会の分析】 
ガソリン車の使用による CO２排出による
地球環境破壊。 
 

【分析に基づく主な取組】 

全拠点で 70 台の社用車を持ち、担当者
はそれぞれ社用車で訪問していた。現在
は、エリア分けを進め、1 人当たりの移動
距離の短縮を図っている。また、配送にも
指示書を出し、効率的に回れるルートの
選定をさせている。 
 

【今後の目標・達成時期】 
一括集中購買による配送量の削減 
７０台の社有車をＭＴ1ｔトラックから、ＡＴ車、
省エネ自動車等への移行を行っていく。
（2030 年に半数移行） 
 

【目標達成に向けた取組】 
当社に資材を納入し運ぶのではなく、メーカ
ー直送を増やし、資材の移動距離を短くす
る。 
一括集中購買を行うことで、運送回数を減ら
し、温室効果ガス排出の抑制を目指す。 
 

4 【カーボンニュート
ラル①】 

＜省エネ＞燃料

消費量の削減 

重点項目 

○ ＜KPI＞ 
CO2 排出量  240t-CO2/年（2022 年） 
 
注記：算出根拠は『グリーンボールプロジ
ェクト』に 2022 年 9 月から 2023 年１月ま
での５か月間完了した入力の数字を元に
年間排出量を求めました。今後、１年間分
の入力が完了した時点で、CO2 の年間排
出量に差異がでた場合は、KPI の排出量
を修正する。 
 
【主な取組】 
業務効率化を図っております。配送と営
業が別々に動くのではなく、営業が配送
を兼ね、効率化を行っております。また、
夏場にポロシャツを採用することで、車移
動時の冷房軽減に繋げています。 

【今後の目標・達成時期】 
＜KPI＞ 
CO2 排出量  220t-CO2/年（ 2023 時点） 
CO2 排出量  200t-CO2/年（ 2024 時点） 
CO2 排出量  180t-CO2/年（ 2025 時点） 
 
【目標達成に向けた取組】 
Zeroboard の導入で、会社として Green Ball 
Project に参画しております。毎月数字として
CO2 排出量を出し、日々の行動に落とし込ん
でいきます。 
配送の業務効率化によって、エリア別配送の
実施、メーカーよりの直入庫を行うことで実現
を目指します。オンラインの活用で、県外出張
など圧縮します。 



5 【カーボンニュート
ラル②】 

＜省エネ＞電力

消費量の削減 

重点項目 

○ ＜KPI＞ 
CO2 排出量  53t-CO2/年（ 2022 年） 
 
注記：算出根拠は『グリーンボールプロジェクト』

に 2022 年 9 月から 2023 年１月までの５か月間

完了した入力の数字を元に年間排出量を求め

ました。今後、１年間分の入力が完了した時点

で、CO2 の年間排出量に差異がでた場合は、

KPI の排出量を修正する。 

 

【主な取組】 
節電意識の徹底。 
電灯スイッチの横に節電のステッカーを
貼る。 
働き方改革含め、業務効率化により残業
を削減することで、早く退社が可能になり
節電ができる。 
 
 

【今後の目標・達成時期】 
＜KPI＞ 
CO2 排出量  50t-CO2/年（ 2023 時点） 
CO2 排出量  48t-CO2/年（ 2024 時点） 
CO2 排出量  45t-CO2/年（ 2025 時点） 
 

【目標達成に向けた取組】 
Zeroboard の導入で、会社として Green Ball 
Project に参画しております。毎月数字として
CO2 排出量を出し、日々の行動に落とし込ん
でいきます。 
業務効率化と共に、余分な施設の売却も検
討します。2030 年までに、新社屋と共に太陽
光発電を導入します。 

8 水資源の適正な

管理 

○ 【主な取組】 
上水道資材の供給で水道インフラに貢献
してきた。地震の発生などで水道管が漏
水する等あった時も修理部材を在庫し、
迅速に対応している。また、配水用ポリエ
チレンパイプなど災害に強い商品の提案
をメーカーと行い、採用されている。水廻
りでは、節水型の商品（トイレ、水洗など）
の拡販を行っており、鳥取県ではトップで
ある。 
 

【今後の目標・達成時期】 
継続した材料の提案と供給により山陰の水道
インフラを守ってく 
2025 年 自社社屋の水回り商品の見直しに
伴い、10％以上の節水を実施。 
 

【目標達成に向けた取組】 
・水道資材の適切な在庫化 
・自社社屋の水洗の自動水洗化 
・自社社屋の節水型トイレ化 
 

9 環境配慮型商

品・サービスの

提供 
※環境に関する内容

を記載してください 

 

○ 【主な取組】 
管工機材の販売、下水道資材の販売及
び建築資材住宅機器の販売・施工の事
業を行っているが、廃棄時に環境負荷が
少ない素材の製品の販売を増やしてい
る。 
製品例：リサイクル PE 管、結晶性 PP-
RCT 管、炭素繊維強化プラスチック管、
自動水門、リサイクル砕石、リサイクルコ
ンクリート、プラスチック円管、ポリプロピ
レン管、再生鉄筋、省エネ断熱材、太陽
光パネル、環境配慮型建材。 
廃プラスチックのリサイクル会社（エコマ）
をグループ会社として持ち、（株）石田コー
ポレーションは山陰での代理店をしてい
る。2022 年度売上 480 万円。 
製品例：エコマウッド、エコマパネル、ガイ
ナウッド。 
 
 

【今後の目標・達成時期】 
ZEH に対応した商品の展開（太陽光、蓄電
池、エコキュート、空調機器、住宅設備機器 
他）で現状 40％程度だが、それに商品の幅を
広げながら 50％にする（2030 年） 
エコマ商品の拡販 
2025 年度 売上 1000 万円。 
 

【目標達成に向けた取組】 
ステークホルダーへの勉強会及び商品説明
を当社が行うことで、地域の環境配慮型商品
を普及させていく。仕入先を厳選し、さらに幅
広い商材を仕入れる。 
100％リサイクルのエコマウッドの提案によ
り、環境配慮商品の普及活動を行う。 
観光業への参入を予定していて、実施するツ
アーの中で環境保護へ取り組む。（観光地で
ゴミを出さない、オーバーツーリズムで環境破
壊につながらないようにする。） 
 

 


